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1990年前後から日本の「バブル経済」が始まり「土地神話」
に翻弄された。その後1997年証券会社が倒産バブル崩壊
で、日本経済は「失われた10年」長期の不況に突入した。

上越市は2002年以降木浦市政からは緊縮財政に入り2005年か
らの第3次行革大綱に土地公からの保有地（約300億）の買戻し
と売却が始まり、村山市政で徹底した行革推進が始まる。



50億（6月）⇒58.6億（9月） 21億（6月）⇒29.6億（9月）財政調整基金

令和6年9月現在の「第3次財政計画」進捗状況
8年間、収入より支出が大きい計画はおかしい
尚且つ財調を使い続ける計画は感心しない
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合併後15年で地方交付税が一本算定になり令和2年
以降の財源不足は織り込み済みでは？
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行政改革案の提示と産業振興策の推進

令和4年12月議会
〇自治体職員のやる気度（昇格・給与表の重なり）
〇人事改革（女性活躍・市長と公務員の役割）
〇SDGs未来（自治体経営におけるSDGs）

令和5年3月議会
〇財政破綻の足音を察知するには
〇財調の残高か減っていく
〇歳出を見直し行政改革が必要

令和5年6月議会
〇歳入不足額を「ふるさと納税」で！（旅先でふるさ
と納税ゴルフ場に自販機・企業版ふるさと納税）
〇広告手法・法定外税
〇遊休資産の民間活用（バスツアー・活用フォーラム）

令和5年12月議会
〇指定管理者制度「削減」から「収益」に変える
〇他市との財政比較分析表のチェック
〇公共施設マネジメントの「方程式」
〇公共施設の包括保守点検委託の実施
〇今後「新地方公会計制度」への移行が重要

令和6年6月議会
〇黒井藤野新田線の早期完成
〇沿線エリアへの企業誘致

〇保倉川放水路、今後30年間で1300億円の国
の投資
〇掘削土砂を荒浜埠頭への埋め立て
〇エネルギー港湾の拡大
〇大型企業の誘致
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歳入不足額対策
〇ふるさと納税（旅先納税）
〇ネーミングライツ（水族館の交差点のトイレ）
〇遊休資産の民間活用に積極的に取り組む
〇空き公共施設等活用フォーラム（学校）
〇現地を見られるバスツアー
〇地元銀行への月次情報発信

歳入不足額対策
《法定外税とは》

〇地方税法に定める税目（法定税）以外で条例で
自治体独自に設定する地方税

《なぜ、法定外税を導入したいの》
〇法定外税は法定税よりお得！100全額増となる
〇法定外税の増収は交付税が減額されない
（法定税は100増えると交付税が75減らされる）

人口減少・歳入不足・財調頼みでは駄目である

結 論
〇行革はやり続けないといけない
〇社会保障費の増加スピード以上の改革をやらねばならない
〇下りエスカレーターを上るようなもの
〇エスカレーターのスピードに負ければ落ちるだけ
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財政再建の道は歳出にあり

歳出は減らした分だけ楽になる
財政再建は歳出ベースでやるべし

【歳入】法定税が増収になると地方交付税が減額される
法定税が100増えると交付税が75減らされる。差し引き25しか増えない。

行政改革 予算編成を見直せ
◆財政の運用ルールの厳格化 ◆財政調整基金を基準まで溜める事（10％）
◆臨財債を含めた債務の圧縮を着実に遂行すること ◆目的外の基金の取
り崩しを禁止すること ◆原則的に不用意な債務は認めない
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